
らいの割合で減少していき、

40 歳代からは加齢に伴う身

体機能の低下が徐々に始まる

とされており、筋力低下やバ

ランス感覚の衰え、視力の変

化が転倒のリスクを高めま

す。フレイルとは、加齢によ

って心身の機能が低下し、外

部の変化に対応しにくくなる

状態であり、早めの対策が重

要です。「まだ大丈夫」と思っ

ていても、身体機能の衰えは

思ったより早く始まります。 

 
◆職場環境と日常業務の見直

しによる転倒対策 

転倒災害は予防できる事故

です。まずは通路の整理整頓、

適切な照明、滑りやすい床面

の改善など、基本的な安全対

策を徹底しましょう。４Ｓ（整

理・整頓・清掃・清潔）活動や

危険の見える化、危険予知（Ｋ

Ｙ）活動を取り入れ、従業員

全員が危険箇所を把握しやす

くすることも効果的です。 

  

◆身体機能維持への日常的な

取組み 

転倒防止には個人の身体機

能維持も不可欠です。厚生労

働省は年齢に関わらず筋力ト

レーニングやストレッチの実

施を推奨しています。朝礼や

業務の合間に簡単な体操や柔

軟運動を取り入れる、意識的に

階段を使うようにするといっ

た対策で、転倒リスクを大きく

減らすことが可能です。定期健

康診断で視力やバランス機能

の変化を定期的にチェックし、

必要な対応を行いましょう。 

 

40 歳を過ぎたら早めの対

策を心がけることが、安全確保

につながります。高齢化が進む

中、従業員の年齢に合わせた安

全対策は、健康維持や生産性向

上にも直結する重要な経営課

題です。今一度、職場の安全衛

生管理を見直してみませんか。

見直しについては、当事務所に

もお気軽にご相談ください。 

また労災に関連して、労働者

以外の就業者に労災保険を強

制適用する場合の保険料負担

などについて厚生労働省で議

論が行われています。こうした

動きも併せて注意しておきた

いですね。 

 
【東京労働局「令和６年労働災害発生状

況」】 

https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-

roudoukyoku/content/contents/00

2254463.pdf 

 

 

 

９月の税務と労務の手続期
限［提出先・納付先］ 
 
１０日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

３０日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離

職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

※昭和 52 年通知の内容 

１．認定対象者」が被保険者

と同一世帯に属している場合 

(1) 認定対象者の年間収入

が 130 万円未満（60 歳

以上または一定の障害者

は 180 万円未満）、か

つ、被保険者の年間収入

の二分の一未満である場

合 

(2) （1）の条件に該当し

ない場合であっても、認

定対象者の年間収入が

130 万円未満（60 歳以

上または一定の障害者は

180 万円未満）、かつ、

被保険者の年間収入を上

まわっておらず、被保険

者がその世帯の生計維持

の中心的役割を果たして

いると認められるとき 

２．認定対象者が被保険者と

同一世帯に属していない場合 

認定対象者の年間収入が、

130 万円未満（60 歳以上

または一定の障害者は 180

万円未満）、かつ、被保険者

からの援助による収入額より

少ない場合 

 

◆船員保険法の被扶養者の

認定について 

 上記に準じて取り扱うも

のとされています。 

 

◆施行日 

 令和７年 10 月１日 

大学生が扶養から外れな

いようにする就業調整をし

ていることを受け、人手不

足解消の観点から、認定に

かかる年間収入の要件を緩

和したものです。 

大学生の子を扶養する被保

険者がいる場合は、必ず押

さえておきましょう。 

 
【厚生労働省「19 歳以上 23 歳未満

の被扶養者に係る認定について」】 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/do

c/tsuchi/T250724S0010.pdf 

 

 

40 歳から始める職場の転

倒対策 

 

最近、職場での転倒事故が

増えています。東京労働局の

調査によれば、休業４日以上

の労働災害の約３割が転倒

によるものでした。ヒトの筋

肉量は30歳以降年間１％く

「19歳以上 23歳未満の被

扶養者に係る認定につい

て」の通達が公表されまし

た 
  

令和７年度税制改正におい

て、特定扶養控除の要件の見

直しおよび特定親族特別控除

の創設が行われたことを踏ま

え、健康保険法の被扶養者の

認定対象者が 19 歳以上 23

歳未満である場合における取

扱いについて、通達が公表さ

れました。 

 

◆認定対象者が 19 歳以上

23 歳未満である場合におけ

る取扱い 

認定対象者の年間収入に係

る認定要件のうち、その額を

130 万円未満とするものに

ついて、当該認定対象者（被

保険者の配偶者を除く。）が

19 歳以上 23 歳未満である

場合にあっては 150 万円未

満として取り扱うこと。 

なお、当該認定対象者の年

間収入の額に係る認定要件以

外の取扱いについては、昭和

52 年通知と同じとすること

とされています。 

 

連絡先：〒501－3232  
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ｅ－ｍａｉｌ：hata50911@gmail.com 
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